
）

１　現在、指定基準第192条第２項を満たすことができていない理由と具体的改善策
（詳細かつ具体的に記載すること）

２　現在の事業内容及び計画期間を通じて実施する事業内容

３　現在の生産活動に係る事業の収入額及び計画期間を通じて達成する事業収入目標額（1年間の額を記載）

(注)目標収入額は、「平均利用者数×平均労働時間×最低賃金額×平均利用日数×12か月」以上の額でなければならない。

４　現在の生産活動に伴う経費及び計画期間を通じて達成する必要経費の見込額（１年間の経費を記載）

５　生産活動に係る事業の収入－生産活動に伴う必要経費

６　現在の利用者の総賃金額及び計画期間後の利用者の総賃金額

※「現在」はいずれも、指定基準192条第２項を満たさないと判断された前年度１年間のものを記載すること。
※その他、社会福祉法人会計基準に基づく会計書類等、地方公共団体が必要と認める書類を添付させること。

別紙様式２－１

【指定就労継続支援Ａ型事業所　経営改善計画書】

事業所名称 株式会社帆の風千歳事業所 代表者氏名 代表取締役　能登　彰子

20 利用者数 36

事業所所在地 千歳市朝日町2丁目1-2　アスクゲートビル2F

連絡先 電話番号 0123-26-5577 FAX番号 0123-26-5577

改善計画期間 　2022年　7月　　1日　～　2023年　　6月　　30日（１年間とすること）

（うち身体　5 知的 8 11

事業所の設置主体 社会福祉法人　・　民間企業　・　NPO法人　・　その他 設立年月日 2014年7月1日

精神 12 その他職員数 9 定員

(未達成理由)

新規事業での成果が見込みより大きく下回ったため。
(具体的改善策)

インターネットによる物品販売、中古品販売、地域ポータルサイト運営、
輸入品雑貨服飾等販売、ポスティング業務、インターネットを使用した受
託業務、農業の軽作業受託業務、産直野菜・果物販売サイト運営業務ほ
か

現在の事業内容 計画期間を通じて実施する事業内容

インターネットによる物品販売、中古品販売、輸入品雑貨服
飾等販売。

インターネットによる物品販売、中古品販売、輸入品雑貨服飾等
販売、ポスティング業務、インターネットを使用した受託業務、
委託清掃業務、農業の軽作業受託業務、産直野菜・果物販売サ
イト運営業務ほか

（※）事業内容には、生産活動の内容、対象顧客、市場動向、競合相手の動向、改善後の事業内容に主に従事する者の数や属性（どのような資
格、経験等を持った者が担当するか等）について詳細に記載すること

現在の収入額 計画期間を通じて達成するべき目標収入額

8,373,900 14,235,630

（主な費目）
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる販売及び委託請負作業

（積算根拠）
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる販売及び委託請負作業、施設外業務

計画期間後の支払い総賃金額

現在の経費 計画期間を通じて見込まれる経費

4,283,759 5,040,374

（主な費目）
製造運賃、地代家賃、販売手数料、光熱費、消耗品費、外注費

（積算根拠）
販管費が売り上げ規模に応じて増加（約5％）

現在の「収入－経費」 計画期間後の「収入－経費」

4,090,141 9,195,256

現在の支払い総賃金額

30,085,741 30,988,313

（積算根拠）実績に応じた額 （積算根拠）
賃金の増加により+3％
利用人数は継続

事業所代表者署名欄　　　　　            　　　印



【指定就労継続支援Ａ型事業所　経営改善計画書】

※ 賃金向上達成指導員配置加算を算定する場合は、「賃金向
上計画」を作成する必要があります。
また、「賃金向上計画」は、下記のとおり、こちらの様式「経営改
善計画書」に現在の生産活動収入を維持又は増やす取組を行う
ための具体的取組を記載し、そのことを達成するための事項を２
から６に記載することで、「賃金向上計画」とすることができます。
※ なお、こちらの計画書は、札幌市への提出は不要です。

（根拠）
【留意事項通知（障害福祉サービス等）第二の３（４）⑬（２）】
「賃金向上計画」は、「指定就労継続支援Ａ型における
適正な運営に向けた指定基準の見直し等に関する取扱い及び
様式例について」（平成29 年３月30 日障障発0330 第４号厚
生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知。以
下
「指定基準の見直し等通知」という。）の１の（２）で示す経
営改善計画書を「賃金向上計画」とすることができる。なお、
経営改善計画書を提出する必要のない事業所においては、指定
基準の見直し等通知の１の（２）で示す別紙様式２－１の経営
改善計画書の１に関して、現在の生産活動収入を維持又は増や
す取組を行うための具体的取組を記載し、そのことを達成する
ための事項を２から６に記載することで、賃金向上計画とする
ことができる。


